
 

～～指指定定都都市市のの実実態態ににつついいてて～～  

ⅠⅠ．．大大都都市市のの特特性性  

 

指定都市は、人口の集積や産業・経済活動の集積に伴い、高次の都市機能や高度で多様化した

産業構造を有するとともに、人・物・情報が行き交う拠点として、都市圏における中枢性も高い。

また、日本経済の牽引役としての役割も果たしている。その一方で、人口や産業の集積・集中に

より、経済、生活インフラの問題をはじめ、市民生活の安全・安心、生活保護やホームレス、少

子化など都市的課題が顕在化している。 

 

（１）大都市の集積性・高次性・中枢性と日本経済牽引の役割 

 

① 大都市の集積性*：多くの人が暮らし行き交う活発な経済活動 

国土面積の３.２％に過ぎない指定都市には、昼夜を問わず全国の約２割もの人口が集

中している。指定都市の大都市圏人口は全国の約４割にものぼり、人の集散を伴う商業活

動も全国の約３割を占めている。このように、指定都市は大都市として人の定住や交流に

関連して高い集積性を有している。 

＊集積性：人･物･情報や経済活動･都市活動などの指定都市への集中度 

 

【人の定住や交流に関連した集積(指定都市の全国シェア)】
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*各種統計より作成（巻末参照） 

*大都市圏人口は 1.5%通勤圏人口  

国土面積のわずか３.２％
に全国の約２割の人口、
約３割の商業活動が集中 
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②大都市の高次性*：高度で多様な産業・社会・文化活動 

指定都市では、高度医療や高等教育の集積、国際コンベンションの開催などが顕著であ

り高次の都市機能が集積している。また、産業面でも、第３次産業のウェイトが高いなど、

産業の高度化・多様化が進んでいる。 

＊高次性：高次都市機能の集積と産業の高度化･多様化の進展度 

 

 

 

都市圏における指定都市シェアとして、人口は２、３割でも、従業者数や年間商品販売

額では４割、６割を占めているところもあり、指定都市はそれぞれの都市圏の中で高い中

枢性を有している。 

＊中枢性：都市圏における指定都市の社会・経済活動の中心性、拠点性 
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【高次都市機能の集積と産業の高度化･多様化(全国平均との比較)】 

*各種統計より作成（巻末参照）  

*各種統計調査より作成（巻末参照） 

*人口は令和 2 年、従業者数は平成 28 年、年間商品販売額は平成 28 年 

都市圏における高い
経済的シェア 

【都市圏における中枢性】 

③大都市の中枢性*：都市圏の中核を担う指定都市 
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④大都市の役割：日本経済の牽引 

指定都市の人口や産業の集積性、都市機能や産業構造の高次性、それぞれの都市圏にお

ける中枢性などを背景として、指定都市の人口一人当たり地域内ＧＤＰは相対的に高く、

不況期においても一貫して全国よりも高い生産性を保持し続け、日本経済を牽引する役割

を担っている。 
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【人口一人当たり地域内ＧＤＰ】 

*各種統計より作成（巻末参照） 

*平成 29 年度県（市）民経済計算 
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（２）大都市の都市的課題 

 

○過密や集中に起因する都市的課題 

指定都市では人口や産業が集積、高度化し､都市圏における中枢性を有している一方で、

過密や集中に起因する様々な都市的課題が顕在化している。 

例えば、交通混雑や低い居住水準などの経済・生活インフラの問題、ごみや排気ガスな

どの環境問題、救命救急活動や犯罪などの市民生活の安全・安心に係る問題、生活保護や

ホームレスなどの貧困問題等、全国に比べて指定都市では都市的課題が早くから明らかに

されている。 

【顕在化する都市的課題】 

＜都市的インフラの整備＞ 

 

＜環境・安全安心＞ 

 

＜福祉＞ 
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*各種統計より作成（巻末参照） 

*「生活保護保護率」の全国値は特別区を含む 
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